
予定
実績
予定
実績

単位ｺｽﾄ
ｔ

予定
実績

単位ｺｽﾄ
予定
実績

単位ｺｽﾄ

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ
(千円)

予定
実績

内

部

評

価

目

標

達

成

状

況

単
位
施
策
達
成
の
た
め
の
事
務
事
業

区分

施策 1102
妥当性 妥当 コスト削減の余地 有 受益者負担 適正

上位貢献度 有効 類似事業の有無 無 成果向上の余地 有
市民対象
環境保全に対する市民意識の醸成、リサイクル活動、マイバッグ運動の推進等を図る。施

策
が
目
指
す
姿

①市民一人当たりごみ収集量(1日) 5年間で540gへ圧縮(現状値600g/日) 単位g/日
②リサイクルされた資源物量 5年間で7,560tへ増加(現状値7,200t)成

果
指
標

平成25年度
578.00
851.00

7,180.00
8,848.94

1.00

9,762
8,870

平成26年度
836.00
835.00

7,344.00
8,531.13

1.34

18,373
11,432

平成27年度
736.00

7,416.00

0

平成28年度
636.00

7,488.00

0

平成29年度
540.00

7,560.00

0
0

本施策の目標を達成することにより基本施策の環境保全に取り組んでいる市民の割合の成
果に大きく貢献する。貢献度

本施策目標は順調に推移し、全施策において目標が達成できた。
達成状況

目標値の件数と予算の計上件数にずれがあり、事務事業によっては予算執行率100％を目指
したとしても目標値の70％に留まるため、目標値の修正や予算額の検討が必要である。課題

全事業100％目標達成の維持を目指し、市民意識の向上と事業の周知を図り、ごみを資源と
してリサイクルすることを推進するため事業に取り組む。取組方針

循環型社会の形成は、市民の努力だけでは成し得ない。企業の生産や商品、人々のライフ
スタイルまで関係するものであり、そのような多元的状況を踏まえ、ゴミの削減、リサイ
クルの効率化を検討していく必要がある。
そこで、商店等に対する過剰包装自粛の徹底や市民に対するマイバック運動の推進等、今
後も継続的に啓発していくべきである。
また、自治会活動やPTA活動においても、引き続き、新聞紙、段ボール、空き缶、空き瓶の
回収を積極的に行ってもらいたい。
さらに、本市の環境基本計画に位置づけた各施策の推進を図ること。

外

部

評

価

151101
事業ｺｰﾄﾞ 名 称 ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ(千円) 達成度

バイオ式生ごみ処理機管理費 2,513

平成26年度

100
151201 生ごみ減量化補助金

19300000

357 100
151301

生活環境部 環境課

資源物回収活動団体支援事業費 5,222 100

循環型社会の形成

151501 マイバッグ持参運動事業費 100 100
157101 一般廃棄物処理基本計画等策定業務委託費 3,240 1

単位施策評価表 所属

成果指標１
[ ]
成果指標２
[ ]

成果指標３
[ ]

成果指標４
[ ]



事
後
評
価
備
考

事
業
改
善
計
画

（改善内容とその効果を具体的に記入）

事
業
費･

指
標
の
推
移

事
業
費

①市民一人当たりごみ収集量(1日) 5年間で540gへ圧縮(現状値600g/日) 単位g/日
②リサイクルされた資源物量 5年間で7,560tへ増加(現状値7,200t)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他特財

一般財源

事業費 a

人件費 b

減価償却費 c

総事業費
a＋b＋c

結果指標１

結果指標２

指標名 算出方法 単位 事
業
の
事
後
評
価

妥当性
コスト
削減の
余地

受益者
負担

上位
貢献度

類似事業
の有無

成果向上
の余地

事
業
の
内
容

そ
の
成
果

単位：千円、人

事
業
の
概
要

（事業完了（事業期間のない事業は平成３１年度）の目標）

達
成
目
標

各家庭から出されるごみ、特に生ごみの減量化を図るため、生ごみ処理機を購入する経費の
一部を補助する。
【主要事業】

事
会計

事業名

款項目 予算事業コード 事業区分 新規／その他 基本施策 単位施策

担当部課
係･担当チーム名 担当者

事業の性質 根拠法令等

主

従

事業期間 全体事業費
（人件費除） 千円

栃木市事務事業評価表 平成２６年度

一般 040202 151201 02 政策的事業 2 その他

生ごみ減量化補助金 1102 豊かな自然環境の保全 循環型社会の形成

生活環境部 環境課 環境政策担当 環境政策チーム 長山雄紀

2 自治事務 栃木市家庭用生ごみ処理機設置費補助金交付要綱 Ｈ１８ ～ Ｈ２９ 年度 12,880
（事業完了（事業期間のない事業は平成３１年度）までに、誰(何)を、どういう方法で、どうしたいのか。対象、手段の記入）

コンポスト容器、堆肥化促進剤専用容器、電気式生ごみ処理機を合わせ、年間１２５世帯以
上を目標として事業を進める。

平成25年度決算額 平成26年度決算見込

0 0

0 0

0 0

0 0

410 357

410 357

750 0

0

1,160 357

24.00

16.00

36.00

11.00

平成２５年度 平成２６年度

【事業の内容】生ごみ減量化補助金
【成果】
コンポスト容器設置費補助金

・申込基数 24基
・補助金額 87,200円
堆肥化促進剤専用容器設置費補助金
・申込基数 1基
・補助金額 2,800円
電気式生ごみ処理機設置費補助金
・申込件数 16基
・補助金額 320,000円

【事業の内容】生ごみ減量化補助金
【成果】
コンポスト容器設置費補助金
・申込基数 27基
・補助金額 122,900円
堆肥化促進剤専用容器設置費補助金
・申込基数 9基
・補助金額 19,600円
電気式生ごみ処理機設置費補助金
・申込件数 11基
・補助金額 204,000円

コンポスト等補助件数

電気式生ごみ処理機補助件数

補助申請書件数 平成26年度目標値22件

補助申請書件数 平成26年度目標値23件

件

件 妥当 無 適正 有効 有 有

広報とちぎやホームページを活用することにより生ごみ処理機の補助について周知がされていることから、今後
も継続し広報していく。
電気式生ごみ処理機が目標値には達しなかったが、利用者の要望はコンポストが増加傾向であるため、全体の

処理基数目標45件に対し、平成26年度の全体目標は47件であるため生ごみ減量化の目標は達成できた。

成
果
目
標

施
策

生活環境部 環境課

様式１



事
後
評
価
備
考

事
業
改
善
計
画

（改善内容とその効果を具体的に記入）

事
業
費･

指
標
の
推
移

事
業
費

①市民一人当たりごみ収集量(1日) 5年間で540gへ圧縮(現状値600g/日) 単位g/日
②リサイクルされた資源物量 5年間で7,560tへ増加(現状値7,200t)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他特財

一般財源

事業費 a

人件費 b

減価償却費 c

総事業費
a＋b＋c

結果指標１

結果指標２

指標名 算出方法 単位 事
業
の
事
後
評
価

妥当性
コスト
削減の
余地

受益者
負担

上位
貢献度

類似事業
の有無

成果向上
の余地

事
業
の
内
容

そ
の
成
果

単位：千円、人

事
業
の
概
要

（事業完了（事業期間のない事業は平成３１年度）の目標）

達
成
目
標

報償金の額は、１ｋｇにつき３円を加算して得た額とする。（１団体１０万円限度）
【主要事業】

事
会計

事業名

款項目 予算事業コード 事業区分 新規／その他 基本施策 単位施策

担当部課
係･担当チーム名 担当者

事業の性質 根拠法令等

主

従

事業期間 全体事業費
（人件費除） 千円

栃木市事務事業評価表 平成２６年度

一般 040202 151301 02 政策的事業 2 その他

資源物回収活動団体支援事業費 1102 豊かな自然環境の保全 循環型社会の形成

生活環境部 環境課 環境政策担当 環境政策チーム 長山雄紀

2 自治事務 栃木市資源物回収活動団体報償金交付要綱 Ｈ２２ ～ Ｈ２９ 年度 36,000
（事業完了（事業期間のない事業は平成３１年度）までに、誰(何)を、どういう方法で、どうしたいのか。対象、手段の記入）

資源物回収団体へ補助を行うことにより、資源物のリサイクルの促進につとめる。

平成25年度決算額 平成26年度決算見込

0 0

0 0

0 0

0 0

3,496 5,222

3,496 5,222

750 0

0

4,246 5,222

75.00

1,353.00

140.00

1,683.00

平成２５年度 平成２６年度

【事業の内容】資源物回収活動団体報償金
【成果】
登録団体 75団体

報償金額 3,495,325円

資源物回収量 1,352,481kg

【事業の内容】資源物回収活動団体報償金
【成果】
登録団体 140団体

報償金額 5,195,056円

資源物回収量 1,683,174kg

資源物回収活動団体数

資源物回収量

登録団体数 平成26年度目標値 130団体

資源物回収量 平成26年度目標値 1,400ｔ

件

ｔ 妥当 無 適正 有効 有 有

資源物回収を促進するため、本事業を広報誌、ホームページ等でＰＲする。

成
果
目
標

施
策

生活環境部 環境課

様式１



事
後
評
価
備
考

事
業
改
善
計
画

（改善内容とその効果を具体的に記入）

事
業
費･

指
標
の
推
移

事
業
費

①市民一人当たりごみ収集量(1日) 5年間で540gへ圧縮(現状値600g/日) 単位g/日
②リサイクルされた資源物量 5年間で7,560tへ増加(現状値7,200t)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他特財

一般財源

事業費 a

人件費 b

減価償却費 c

総事業費
a＋b＋c

結果指標１

結果指標２

指標名 算出方法 単位 事
業
の
事
後
評
価

妥当性
コスト
削減の
余地

受益者
負担

上位
貢献度

類似事業
の有無

成果向上
の余地

事
業
の
内
容

そ
の
成
果

単位：千円、人

事
業
の
概
要

（事業完了（事業期間のない事業は平成３１年度）の目標）

達
成
目
標

・マイバッグを作成し、市民に配布することにより、マイバッグ利用・レジ袋の削減・ごみの
減量化を促進し、地球温暖化防止対策の推進を図る。

・県と市で進めているレジ袋無料配布中止の取り組みを積極的に推進するため、キャンペーン
等を実施する。

・事業者や市民団体等とレジ袋削減に関する協議会を設置する。
【主要事業】

事
会計

事業名

款項目 予算事業コード 事業区分 新規／その他 基本施策 単位施策

担当部課
係･担当チーム名 担当者

事業の性質 根拠法令等

主

従

事業期間 全体事業費
（人件費除） 千円

栃木市事務事業評価表 平成２６年度

一般 040103 151501 02 政策的事業 2 その他

マイバッグ持参運動事業費 1102 豊かな自然環境の保全 循環型社会の形成

生活環境部 環境課 環境政策担当 環境政策チーム 関口聡子

2 自治事務 Ｈ２４ ～ Ｈ２９ 年度 22,220
（事業完了（事業期間のない事業は平成３１年度）までに、誰(何)を、どういう方法で、どうしたいのか。対象、手段の記入）

・マイバッグ利用を促進することにより、レジ袋の削減及びごみの減量化を図る。

平成25年度決算額 平成26年度決算見込

0 0

0 0

0 0

0 0

244 100

244 100

2,250 0

0

2,494 100

2,000.00

20.00

1,000.00

10.00

平成２５年度 平成２６年度

【事業の内容】
地球温暖化防止対策の一環としてマイバッグ
持参運動を推進する。
マイバッグの配布
マイバッグキャンペーンの実施
レジ袋削減推進協議会の運営

【成果】
マイバッグ配布数2,000枚
キャンペーン実施数 20回

【事業の内容】
地球温暖化防止対策の一環としてマイバッグ
持参運動を推進する。
マイバッグの配布
マイバッグキャンペーンの実施
レジ袋削減推進協議会の運営

【成果】
マイバッグ配布数 1,000枚
キャンペーン実施数 10回

マイバッグ配布数

キャンペーン等実施数

マイバッグ作成・配布数 平成26年度目標値1,000枚

キャンペーン等実施数 平成26年度目標値 10件

枚

回 妥当 無 適正 有効 無 有

マイバッグの配付方法やキャンペーン方法を検討し、レジ袋削減に有効なものに改善していく。

成
果
目
標

施
策

生活環境部 環境課

様式１


